
POINTS to NOTE 

留意すべきポイント

本ガイドラインでは、 主に5つの項目において 、 具体的な事例とともに下講法あるいは独占禁止法などに

該当しないかを検討しています。ここでは主要なポイントを紹介します。
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〇 書面の交付 〇取引価格の決定

情報成果物作成委託の取引を行う場合に 、 委託内容

に関する発注書面の交付義務が定められており 、 曇面

は発注に際して直ちに 交付する義務があり 、 委託内

容・支払 代金の額や支払期日などの必要記載事項が

記載されている必要があります。
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親事業者 下講事業者

発注後に書面を直ちに交付

鬱 著作権の帰属

発注者の費用負担により作成されたことを理由として、

一方的に当該成票物に係る著作権を発注者に譲渡さ

せる場合は、拉占禁止法上問題となり 、 著作権譲渡の

対価について十分な協議を行わず、発注者が一方的

に通常対価より下回る額を定めると「買いたたき」に

該当します。（詈作権の鰤は製作実懸も踏まえて判断することが重要）
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発注者 受注者

協議の上、著作権の帰属先を確認

下講代金の額を決定するときに、 以前発注した内容と

同種又は類似の内容に対して 、通常支払われるべき

対価より著しくほい額を不当に定めることは「買いた

たきJとして禁止されています。

親事業者

十分な協議を行って取引価格を決める

゜ 取引内容の変更•やり直し

責めに帰すべき理由がないのに、取引内容の変更•や

り直l,により、下請事業者の利益を不当に害したり、

発注者の事情により 、 受領後に追加的な業務で必妻と

なる費用 を負担 しない場合、 下講法あるいは独占禁

止法上問題となります。
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下請事業者

放送コンテンツの製作

取引適正化に関する
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発注者 受注者

十分な協議を実施・必要な費用を支払い→やりなおし

。 その他

支払期日はVTR等を

受領した日から60日以内

下講法では 、 「下講代金の支払遅

延」として、 親事業者が、 VTR等を受

領した日から起算して60日以内に

下講代金を全額支払わないことは

禁止されています。

取引先の都合を理由とした

一方的な減額

下講事業者の責めに帰すべき理由

がないのに下請代金の減額を禁じ

ています。親事業者が出演者の出

演料が高額となったことを理由に、

発注金額が交付書面より瀾額する

と下謂法上問題となります。

アニメの製作における局印税

放送局が、 一方的に二次利用の収

益配分（例：「馬印税」の長すぎる設

定期間や広すぎる設定権利範囲、

高すぎる料率等）や二次利用許諾

の窓0等の取引条件の押し付けは、

独占禁止法上問題となとなるおそ

れがあります。

放送コンテンツの製作取引適正化に関するガイドラインの詳細は総務省製作取引関連施策の

ポータルサイトでご確認いただけます。

CONTACT I お問合せ

総務省情報流通行政局情報通信作品振興課コンテンツ適正製作取引推進室

〒100-8926 東京都千代田区霞が関2-1-2 torihikULatmarlLml.soumu.go.jp ※送信の際は「—atmark」を「＠Jに変更下さい。






